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市民・事業者アンケートの結果 

資料編 
 

 
 
 

 
市民及び事業者の地球温暖化対策への取組状況や本市の環境に関する意見などをもと

に、本計画の策定の参考とすることを目的として、地球温暖化に関する市民・事業者アン

ケートを実施しました。 

なお、次ページからのアンケート結果に出てくる「ｎ」は、有効回答者数を表します。 

 

市民・事業者アンケートの実施概要 

項目 市民 事業者 

対象 
市内に在住する 20 歳以上の市民

1,800 人 
市内に所在する 300 事業所 

調査期間 令和 4（2022）年 9 月 7 日～令和 4（2022）年 9 月 26 日 

調査方法 
郵送による配付 

郵送又は WEB による回収 
郵送による配付・回収 

配布数 1,800 300 

回収数 517 96 

回収率 28.7％ 32.0％ 

 
 

 
 

  

資料１ 
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市民の日ごろ行っている地球温暖化対策の取組について、「いつもしている」、「ときど

きしている」と回答した市民が多かったものは、「不要な照明はこまめに消灯している」、

次いで「テレビを見ていないときはこまめに消している」、「買い物に行くときは、マイ

バックを使用している」でした。一方で、「現在はしていないが今後はしたい」、「現在は

していないし今後もしたくない」と回答した市民が多かったものは「季節に合わせて冷

蔵庫内の温度を調節している」、次いで「電気製品を使わないときは、コンセントからプ

ラグを抜いている」でした。 

資料図 1-1 地球温暖化対策の取組状況（市民） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

（１）省エネ行動の実施について 
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不要な照明はこまめに消灯している(n=517)

テレビを見ていないときはこまめに消している(n=516)

エアコンは適切な温度に設定している(n=517)

エアコンのフィルター掃除をしている(n=517)

季節に合わせて冷蔵庫内の温度を調節している(n=517)

冷蔵庫内に物を詰め込みすぎないようにしている(n=517)

冷蔵庫の扉の開閉回数・開閉時間を短くしている(n=517)

ガスコンロの火は、なべ底からはみ出さないように調節している

(n=517)

炊飯器や電気ポットの保温時間はなるべく短くしている(n=517)

シャワーを流しっぱなしにせず、使用時間を短くしている(n=517)

温水洗浄便座の温度設定を低めにしている(n=516)

風呂は、間隔をあけずに入るようにしている（追い焚きをしないように

している）(n=517)

近距離の移動はなるべく徒歩や自転車を使っている(n=517)

運転するときは、エコドライブを心がけている（急発進、急加速をしな

いようにしている）(n=517)

駐停車をするときは、エンジンを切っている(n=517)

電気製品を使わないときは、コンセントからプラグを抜いている

(n=517)

買い物に行くときは、マイバッグを使用している(n=517)

地元で作られた食材を購入している(n=517)

いつもしている ときどきしている 現在はしていないが今後はしたい

現在はしていないし今後もしたくない 機器を持っていない・使用していない 無回答
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事業者の日ごろ行っている地球温暖化対策の取組について、「いつも行っている」、「と

きどき行っている」と回答した事業者が多かったものは、「冷暖房の時間短縮や設定温度

の調節をこまめに行っている」、次いで「コピー用紙の使用量を減らしている」、「昼休み

等、不要な時は電気を消灯している」でした。一方で、「現在は行っていないが今後行い

たい」、「現在、行っておらず今後も行わない」と回答した事業者が多かったものは、「環

境保全に関する従業員研修を実施している」、「自社製品やサービスにおいて環境配慮内

容を明示している」でした。 

資料図 1-2 地球温暖化対策の取組状況（事業者） 
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クールビズ・ウォームビズを励行している(n=96)

冷暖房の時間短縮や設定温度の調節をこまめに行っている(n=96)

昼休み等、不要なときは電気を消灯している(n=96)

パソコンやコピー機等は省エネモードに設定し、不要時（未使用時、休日

等）には電源を切っている(n=96)

省エネのため製造工程や製造ラインを改善している(n=96)

グリーン購入を行っている(n=96)

コピー用紙の使用量を減らしている(両面コピー・裏紙の利用等)(n=96)

販売時の容器や包装の抑制、リサイクルに取り組んでいる(n=95)

事業活動から出る廃棄物の削減に取り組んでいる(n=96)

運送用資材（箱、緩衝材、パレット等）の回収や再利用を実施している

(n=96)

雨水や一時使用した水を再利用している(n=95)

従業員のマイカー通勤を自粛させている（ノーマイカーデーの設定等）

(n=96)

不必要なアイドリングをやめるよう徹底している(n=96)

省エネのための効率的な輸配送システムがある(n=96)

事業所内や周辺地域の緑化に努めている(n=96)

環境保全に関する従業員研修を実施している(n=96)

事業所周辺や道路の清掃など地域活動へ参加している(n=96)

自社製品やサービスにおいて環境配慮内容を明示している(n=96)

在宅勤務やリモート会議等を導入している(n=96)

いつも行っている ときどき行っている 現在は行っていないが今後行いたい

現在、行っておらず今後も行わない 該当しない 無回答
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市民の省エネルギー・再生可能エネルギー関連機器の導入状況について、「導入してい

る」、「5 年以内に導入する予定である」と回答した市民が多かった機器は、「電気照明の

LED 電球への買い替え」、次いで「省エネ家電への買い替え」、「高効率給湯器」でした。

「今後導入を考えたい」と回答した市民が多かった機器は、「省エネ家電への買い替え」、

次いで「次世代自動車の購入」、「家庭用蓄電池」となり、多くの機器で 2～4 割の市民が

「今後導入を考えたい」と回答しました。一方で、「導入する予定はない・できない」と

回答した市民が多かった機器は、「薪ストーブ、木質ペレットストーブ」、次いで「既存住

宅の ZEH 化」、「太陽熱利用システム」となり、多くの機器で 5 割の市民が以上「導入す

る予定はない・できない」と回答しました。 

資料図 1-3 省エネルギー・再生可能エネルギー関連機器の導入状況・意向（市民） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

（２）省エネルギー・再生可能エネルギー関連機器の導入について 
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太陽光発電設備(n=517)

太陽熱利用システム(n=516)

家庭用燃料電池（エネファーム）(n=517)

高効率給湯器（エコキュート、エコジョーズ等）(n=517)

家庭用蓄電池(n=516)

省エネナビ、HEMSなどの家庭での消費電力等を即時に目で見て確認でき

る機器(n=517)

省エネ家電への買い替え（テレビ、冷蔵庫、エアコン等）(n=514)

電気照明のLED電球への買い替え(n=515)

次世代自動車の購入(n=516)

Ｖ２Ｈ(n=517)

住宅の断熱化（二重サッシ、遮蔽（しゃへい）フィルムなど）(n=517)

薪（まき）ストーブ、木質ペレットストーブ(n=517)

既存住宅のZEH化(n=516)

導入している ５年以内に導入する予定である 今後導入を考えたい 導入する予定はない・できない 無回答
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HEMS
ヘムス

 

「Home Energy Management System」の略称であり、家庭で使うエネルギー及び家

電機器を管理するシステムのことです。電気やガスなどの使用量の「見える化」や家

電の自動制御をすることができます。 

V2H 

「Vehicle to Home」（車から家へ）を意味する言葉であり、電気自動車等に搭載さ

れているバッテリーを家庭で蓄電池として活用するシステムです。昼間に太陽光発

電等で発電した電気を蓄電して夜間に家に給電したり、災害時に充電している電気

を家に給電したりすることでエネルギーを有効活用することができます。 

ZEH
ゼッチ

 

「Net Zero Energy House」の略称であり、外皮の断熱性能等を大幅に向上

させるとともに、高効率な設備システムの導入により、室内環境の質を維持

しつつ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エネルギーを導入する

ことにより、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指し

た建築物のことです。 
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省エネルギー・再生可能エネルギー関連機器について「導入する予定はない・できな

い」理由として、「薪ストーブ、木質ペレットストーブ」を除いていずれの機器のおいて

も約 5～6 割の市民が「費用がかかるから」と回答しました。 

資料図 1-4 省エネルギー・再生可能エネルギー関連機器の導入する予定はない・ 

できない理由（市民） 
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太陽熱利用システム(n=349)

家庭用燃料電池（エネファーム）(n=329)

高効率給湯器（エコキュート、エコジョーズ等）(n=251)

家庭用蓄電池(n=284)

省エネナビ、HEMSなどの家庭での消費電力等を即時に目で見て確認で

きる機器(n=315)

省エネ家電への買い替え（テレビ、冷蔵庫、エアコン等）(n=105)

電気照明のLED電球への買い替え(n=50)

次世代自動車の購入(n=193)

Ｖ２Ｈ(n=283)

住宅の断熱化（二重サッシ、遮蔽（しゃへい）フィルムなど）(n=213)

薪（まき）ストーブ、木質ペレットストーブ(n=385)

既存住宅のZEH化(n=367)

費用がかかるから 自分だけ取り組んでも仕方がないから 取り組む必要性を感じないから

どうすればよいかわからないから きっかけがないから その他

特に理由はない 無回答
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事業者の省エネルギー・再生可能エネルギー関連機器の導入状況について、「すでに導

入している」及び「今後、導入する予定がある」と回答した事業者が多かった機器は、

「LED 照明などの高効率照明」、次いで「次世代自動車」、「空調・OA 機器などの省エネ型

業務用機器」、「断熱材・ペアガラスなどの断熱窓」でした。「今後、導入してみたい」と

回答した事業者が多かった機器は、「空調・OA 機器などの省エネ型業務用機器」及び「次

世代自動車」、次いで「省エネナビ」となり、多くの機器で 2～4 割の事業者が「今後、導

入してみたい」と回答しました。一方で、「導入する予定はない」と回答した事業者が多

かった機器は、「風力発電システム」、次いで「コージェネレーションシステム」、「高性能

ボイラーなどの高効率熱源機器」となり、3～7 割の事業者が「導入する予定はない」と

回答しました。 

資料図 1-5 省エネルギー・再生可能エネルギー関連機器の導入状況・意向（事業者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
BEMS
ベムス

 

「Building and Energy Management System」の略称であり、ビル内で使用するエ

ネルギー及び設備等を管理するシステムのことです。電力やガスなどの使用量等を

計測して「見える化」するとともに、空調や照明設備等を制御することができます。 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

太陽光発電システム(n=96)

太陽熱利用システム(n=96)

風力発電システム(n=96)

コージェネレーションシステム(n=96)

高性能ボイラーなどの高効率熱源機器（ヒートポンプ）(n=96)

空調・OA機器などの省エネ型業務用機器(n=96)

省エネナビ(n=96)

BEMS（ビルエネルギーマネジメントシステム）(n=96)

断熱材・ペアガラスなどの断熱窓(n=96)

LED照明などの高効率照明(n=96)

屋上緑化・壁面緑化(n=96)

次世代自動車（ハイブリッド自動車、電気自動車、ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動

車、燃料電池自動車等）(n=96)

バイオマスストーブ、バイオマスボイラー(n=96)

その他(n=6)

すでに導入している 今後、導入する予定がある 今後、導入してみたい 導入する予定はない 無回答
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省エネルギー・再生可能エネルギー関連設備について「導入する予定はない」理由とし

て、「屋上緑化・壁面緑化」を除いていずれの設備においても約 3～4 割の事業者が「費

用がかかるから」と回答しました。 

資料図 1-6 省エネルギー・再生可能エネルギー関連機器の導入する予定はない・ 

できない理由（事業者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

40.0%

37.3%

36.8%

31.3%

30.0%

30.0%

25.5%

29.8%

30.0%

36.4%

12.7%

28.0%

31.0%

3.6%

5.1%

4.4%

6.3%

10.0%

13.3%

10.6%

8.8%

7.5%

9.1%

14.5%

8.0%

10.3%

3.4%

2.9%

4.7%

1.7%

3.3%

2.1%

1.8%

2.5%

1.8%

1.7%

1.7%

4.4%

4.7%

3.3%

4.3%

1.8%

1.8%

4.0%

1.7%

9.1%

8.5%

10.3%

9.4%

8.3%

3.3%

6.4%

7.0%

7.5%

9.1%

18.2%

12.0%

8.6%

5.5%

3.4%

4.4%

6.3%

5.0%

6.7%

6.4%

7.0%

10.0%

10.9%

4.0%

5.2%

41.8%

40.7%

36.8%

37.5%

41.7%

43.3%

44.7%

43.9%

42.5%

45.5%

40.0%

44.0%

41.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

太陽光発電システム(n=55)

太陽熱利用システム(n=59)

風力発電システム(n=68)

コージェネレーションシステム(n=64)

高性能ボイラーなどの高効率熱源機器（ヒートポンプ）(n=60)

空調・OA機器などの省エネ型業務用機器(n=30)

省エネナビ(n=47)

BEMS（ビルエネルギーマネジメントシステム）(n=57)

断熱材・ペアガラスなどの断熱窓(n=40)

LED照明などの高効率照明(n=11)

屋上緑化・壁面緑化(n=55)

次世代自動車（ハイブリッド自動車、電気自動車、ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞ

ﾘｯﾄﾞ自動車、燃料電池自動車等）(n=25)

バイオマスストーブ、バイオマスボイラー(n=58)

費用が掛かるから 自社だけ取り組んでも仕方がないから

取り組む必要性を感じないから どうすればよいかわからないから

きっかけがないから その他

特に理由はない 無回答
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各家庭や事業者におけるエネルギー使用量について、市民・事業者ともに 9 割以上が

「減らしたい」と回答しました。 

資料図 1-7 エネルギー使用量の削減の意向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
電気の購入先を変更したのは、市民・事業者ともに 3 割でした。そのうち購入先の電

気会社の選択基準として「環境への配慮」と回答した市民・事業者は 1 割未満でした。 

資料図 1-8 電気の購入先の変更の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 

資料図 1-9 購入先電気会社の選択基準 

 
 
 
 
 
 

  

（３）エネルギー使用量削減の意向 

（４）電気の購入先の変更 

96.1%

90.3%

3.7%

8.6%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市民

（n=517）

事業者

（n=93）

減らしたい 減らしたいと思わない 無回答

33.5%

29.8%

62.9%

70.2%

3.3%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市民

（n=517）

事業者

（n=94）

変更した 変更していない 知らなかった 無回答

62.9%

78.6%

23.4%

3.6%

1.2%

3.6%

3.0%

3.6%

4.8%

4.2%

10.7%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市民（n=167）

事業者（n=28）

価格

ポイント等での他サービスとの連携

再生可能エネルギーでの発電等、環境への配慮

地元にある電力小売会社だから

特にない

その他

無回答
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市民が自動車の代わりとなる移動手段として利用したい、あるいは整備を希望するも

のとして、「鉄道や路線バスなどの公共交通機関」が最も多く、次いで「地域コミュニテ

ィバス」でした。 

資料図 1-10 自動車の代わりとなる交通手段として利用したい、あるいは整備を 

希望するもの（市民（n=516）） 

 
 
 
 
 
 
 
 

  

（５）自動車の代わりとなる交通手段 

53.5%

46.7%

27.3%

21.7%

18.4%

16.1%

15.3%

5.4%

6.2%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鉄道や路線バスなどの公共交通機関

地域コミュニティバス

電動アシスト自転車

デマンド型乗合タクシー

タクシー

超小型モビリティ

特に自動車を代替する移動手段はない

シニアカー(電動カート)

その他

無回答
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地球温暖化対策として市に期待する施策として、市民・事業者ともに「ごみの減量化・

リサイクルを推進する」が最も多く、次いで「再生可能エネルギーを利用した設備の導入

に関する支援制度を充実する」でした。 

資料図 1-11 市に期待する施策 

市民（n=510） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業者（n=95） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

（６）市に期待する施策 

54.5%

48.4%

34.3%

30.2%

26.9%

25.3%

19.6%

18.6%

18%

13.9%

10.6%

7.8%

4.7%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ごみの減量化・リサイクルを推進する

再生可能エネルギーを利用した設備の導入に関する支援制度を充実する

低炭素交通システムを整備する

温室効果ガスを多く排出する事業所に対する取組を促進する

市民・事業所に対して環境保全意識の啓発活動を行う

二酸化炭素排出の少ない商品等の認定、普及を促進する

行政と事業所の協働で新しい環境技術の研究や実用化を促進する

地球環境保全に関する調査・研究を進め、広く情報提供を行う

家庭や事業所、地域における緑化を推進する

市民や事業所、市民団体等に対して認証制度・表彰制度を設ける

市民・事業所向けの省エネ対策などについて学習の場を設ける

事業所による環境配慮行動を促進する

温暖化防止対策・省エネ対策についての相談窓口を設ける

無回答

55.8%

45.3%

40%

29.5%

25.3%

24.2%

24.2%

23.2%

17.9%

13.7%

13.7%

9.5%

3.2%

2.1%

1.1%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ごみの減量化・リサイクルを推進する

再生可能エネルギーを利用した設備の導入に関する支援制度を充実する

家庭や事業所、地域における緑化を推進する

事業所に対して環境保全意識の啓発活動を行う

低炭素交通システムを整備する

地球環境保全に関する調査・研究を進め、広く情報提供を行う

二酸化炭素排出の少ない商品等の認定、普及を促進する

温室効果ガスを多く排出する事業所に対する取組を促進する

事業所向けの省エネ対策などについて学習の場を設ける

温暖化防止対策・省エネ対策についての相談窓口を設ける

事業所に対し、認証制度・表彰制度を設ける

行政と事業所の協働で新しい環境技術の研究や実用化を促進する

事業所による環境自主行動計画などの計画策定を促進する

ESCO事業、省エネルギー診断などを促進する

事業所によるISO14001・エコアクション21などの認証取得を促進する

無回答
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市の「環境グリーン都市宣言」について、「宣言したこと自体を知らなかった」市民は

65.2％、事業者は 55.2％でした。 

資料図 1-12 「環境グリーン都市宣言」の認知度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各事業者において令和 32（2050）年までに温室効果ガス排出量実質ゼロの達成を目指

す上で検討している対策として、「事業所の省エネの推進によるエネルギー消費量の低減

を促進する」と回答した事業者が 60.4%で最も多く、また、「特に考えていない」と回答

した事業者は 26％でした。 

資料図 1-13 温室効果ガス排出量実質ゼロの達成を目指す上で検討している対策 

（事業者（n=96）） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

（７）「環境グリーン都市宣言」の認知度 

（８）事業者が温室効果ガス排出量実質ゼロの達成を目指す上で検討している対策 

14.9%

19.8%

19.7%

24%

65.2%

55.2%

0.2%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市民

（n=517）

事業者

（n=96）

意味を含めて宣言を知っていた

宣言したことは知っていたが意味は分からない

宣言したこと自体を知らなかった

無回答

60.4%

13.5%

12.5%

9.4%

7.3%

4.2%

4.2%

1.0%

5.2%

26%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事務所の省エネの推進によるエネルギー消費量の低減を促進する

在宅勤務、リモート会議等の働き方改革により

温室効果ガスの排出を抑制する

温室効果ガス排出量を減らすための省エネを推進する計画を策定する

植林等により吸収源拡大に向けた取組を行う

自家発電として、再生可能エネルギー電源の

導入による電力の脱炭素化を促進する

ゼロカーボン電気（再エネ電気）への切り替えを促進する

生産プロセスでの温室効果ガスの排出を抑制する

脱炭素化等の技術研究を進め、イノベーションを起こす

その他

特に考えていない

無回答
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情報収集の媒体として「テレビ・ラジオ」（80.9％）、「インターネット」（61.1％）が多

く利用されています。年齢別では、20 代は「SNS」が多く、「新聞・雑誌・書籍」及び「国・

県・市などの広報誌」は年齢が高くなるほど回答した市民が多くなる傾向がありました。 

資料図 1-14 地球温暖化問題に関する情報を得る媒体（市民） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

（９）地球温暖化問題に関する情報を得る媒体 

80.9%

61.1%

40.8%

22.3%

13.9%

8.0%

5.5%

4.1%

3.5%

1.4%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレビ・ラジオ

インターネット

新聞・雑誌・書籍

国・県・市などの広報紙

SNS（Facebook等）

友人との会話

家族との会話

地域活動を通じて

学校を通じて

その他

無回答

全体（n=512） 20代（n=83） 30代（n=76）

40代（n=93） 50代（n=90） 60代（n=76）

70代（n=93）
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市民・事業者アンケート調査の結果において、実感している気候変動の影響として市

民、事業者ともに大雨・台風・洪水などに対する「台風などの自然災害によるインフラ・

ライフラインへの影響」が最も多く、７割以上でした。その他では、市民、事業者ともに

「熱中症リスクの増加」や「強風被害の増加」が多く回答されました。これらの影響に対

する適応策を重点的に取り組む必要があります。 

 

資料図 1-15 実感している気候変動の影響（市民） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料図 1-16 実感している気候変動の影響（事業者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

（１０）気候変動影響に関する市民・事業者の意識 

73.6%

64.8%

57.1%

49.7%

41.9%

31.7%

23.9%

18.6%

17.6%

16.4%

13.7%

11.0%

6.8%

1.6%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

台風などの自然災害によるインフラ・ライフラインへの影響

熱中症リスクの増加

強風被害の増加

洪水や内水のリスクの増加

果物や野菜の品質・収量の低下や収穫時期変動

ヒートアイランド現象の進行

コメの品質・収量の低下や収穫時期変動

外来種の増加

河川の水量減少や水質悪化

桜などの開花時期の変化

市内に生息する生き物の種類や生息域の変化

渇水や地下水量の減少

デング熱などの感染症リスクの増加

特になし

無回答

80%

66.7%

66.7%

53.3%

15.6%

32.2%

10.0%

16.7%

16.7%

14.4%

10%

7.8%

8.9%

1.1%

4.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

台風などの自然災害によるインフラ・ライフラインへの影響

熱中症リスクの増加

強風被害の増加

洪水や内水のリスクの増加

果物や野菜の品質・収量の低下や収穫時期変動

ヒートアイランド現象の進行

コメの品質・収量の低下や収穫時期変動

外来種の増加

河川の水量減少や水質悪化

桜などの開花時期の変化

市内に生息する生き物の種類や生息域の変化

渇水や地下水量の減少

デング熱などの感染症リスクの増加

特になし

無回答



                               資料編 

124 

策定の過程 

 

 

 

 

  

開催日 会議等 内容 

令和 4（2022）年 

6 月 14 日 
脱炭素社会調査特別委員会 脱炭素社会実現に向けた取組について 

令和 4（2022）年 

7 月 26 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

幹事会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の策定方針について 

令和 4（2022）年 

8 月 8 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

本部会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の策定方針について 

令和 4（2022）年 

8 月 31 日 
脱炭素社会調査特別委員会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の策定方針について 

令和 4（2022）年 

12 月 15 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

幹事会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の骨子について 

令和 4（2022）年 

12 月 26 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

本部会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の骨子について 

令和 5（2023）年 

1 月 23 日 
脱炭素社会調査特別委員会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の骨子について 

令和 5（2023）年 

2 月 15 日 
君津市環境審議会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の骨子について 

令和 5（2023）年 

3 月 22 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

幹事会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の素案について 

令和 5（2023）年 

3 月 27 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

本部会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の素案について 

令和 5（2023）年 

4 月 7 日 
脱炭素社会調査特別委員会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の素案について 

令和 5（2023）年 

4 月 27 日 
君津市環境審議会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の素案について 

令和 5（2023）年 

5 月 11 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

幹事会・本部会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

（素案）に関する意見公募の実施につい

て 

令和 5（2023）年 

5 月 12 日 
脱炭素社会調査特別委員会 提言書手交式 

令和 5（2023）年 

6 月 1 日～ 

令和 5（2023）年 

6 月 30 日 

まちづくり意見公募手続（パブ

リックコメント） 

まちづくり意見公募手続（パブリックコ

メント）の実施 

令和 5（2023）年 

7 月 12 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

幹事会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

（素案）に関する意見公募の実施結果に

ついて 

令和 5（2023）年 

7 月 19 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

本部会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

（素案）に関する意見公募の実施結果に

ついて 

令和 5（2023）年 

7 月 27 日 
君津市環境審議会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

（案）について（諮問） 

令和 5（2023）年 

8 月 17 日 
脱炭素社会調査特別委員会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の策定について 

資料２ 
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君津市環境審議会 委員名簿 

 

 

 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画（案）答申時（令和５年７月２７日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

君津市環境保全条例（抜粋） 

第 6 章 環境審議会 

(環境審議会の設置) 

第 51 条 環境基本法(平成 5 年法律第 91 号)第 44 条の規定により、環境の保全に関し基本的な事項を 

調査審議し、市長に答申、建議等をするため、君津市環境審議会(以下「審議会」という。)を置く。 

(組織等) 

第 52 条 審議会は、15人以内の委員をもって組織する。 

2 委員は、環境の保全に関し見識を有する次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 市議会議員 

(3) 事業者の代表者 

(4) 市民の代表者 

3 委員の任期は、2 年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員を生じた場合の補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

4 前 3 項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

氏 名（敬称略） 推薦団体 備 考 

山 口   仁 １号委員（学識経験者） 副会長 

鈴 木 喜 計 〃  

堀 内 和 親 〃  

高 橋   明 ２号委員（市議会議員） 会長 

石 上   塁 〃  

高 橋 健 治 〃  

村 上 幸 人 〃  

鈴 木 高 大 〃  

中 野   勝 ３号委員（事業者の代表）  

斉 藤 克 巳 〃  

天 笠   寛 〃  

石 井 信 幸 ４号委員（市民の代表者）  

舘 本 良 司 〃  

茅 野 雅 義 〃  

藤 田 一 哉 〃  
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君津市環境審議会 諮問書・答申書 

 

 

 

 

君環保第４００号 

令和５年７月２７日 

 

君津市環境審議会 

会長 高橋 明 様 

 

君津市長 石 井 宏 子 

 

 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画（案）について（諮問） 

 

    君津市市民協働のまちづくり条例第９条第１項第１号の規定により、第５ 

次君津市地球温暖化対策実行計画（案）について、貴審議会に諮問します。 
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君 環 境 審 第 ３ 号 

令和５年７月２７日 

 

    君津市長 石 井 宏 子 様 

 

君津市環境審議会 

会 長 高 橋  明 

 

 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画（案）について（答申） 

 

 令和５年７月２７日付け君環保第４００号で諮問のあった、第５次君津市 

地球温暖化対策実行計画（案）について本審議会において慎重に審議した結 

果、妥当であると認める。 

 なお、２０５０年カーボンニュートラルに向けた具体的な取組みや情報発 

信を積極的に行い、環境と経済が調和した「環境グリーン都市」を実現する 

ため、市民や鉄鋼関連企業をはじめとする様々な事業者と連携し、当該計画 

を着実に推進するよう要望する。 
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環境グリーン都市宣言 

 

 

 

  

資料５ 



                               資料編 

129 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 第５次君津市地球温暖化対策実行計画  

令和 5（2023）年 8 月発行 

発行・編集 君津市経済環境部環境グリーン推進課 

〒299-1192 君津市久保2丁目13番1号 

T E L: 0439-56-1296 

F A X: 0439-56-1314 

Email: kankyo-g@city.kimitsu.lg.jp 

 

 
本書の本文は、見やすいユニバーサルデザインフォントを採用しています。 

mailto:kankyo-g@city.kimitsu.lg.jp


 

  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

君 津 市 


